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普及広報活動について（第16回ERAB検討会でのご議論）

⚫ アグリゲーションビジネスに関する需要家の認知・理解を高めていくことを目的とした普及
広報活動については、第16回ERAB検討会において、以下の通り方向性を整理した。

– DSR・DERの普及拡大とリソース保有者（需要家）の認知度・理解度向上に向け、主に業
務産業需要家・家庭需要家向けの候補を実施する。

– 国はアグリゲーションビジネスに関するPRツールを用意し、事業者が自社製品・サービス等の
PRを行う際に合わせて活用頂くこととする。

– PRツールの内容は、需要家へのメッセージ性・わかりやすさを重視した、シンプルな内容とする。

出所）2021年7月14日 第16回ERAB検討会 資料7
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（参考）論点①：普及広報活動の対象

⚫ アグリゲーションビジネスの拡大・発展に向けては、そのビジネスの根幹となるDSR・DER
の普及拡大が不可欠。

⚫ 元々生産プロセス等の需要負荷として設置されているDSRや、定置用蓄電池を始めと
したDERについては、レジリエンスへの関心や卒FITの拡大等に伴い普及も進みつつある。
一方で、これらの分散型リソースがアグリゲーションビジネスにも活用可能であることについ
て、特にリソース保有者（需要家）の認知度・理解度が十分であるとは言い難いため、
主に業務産業需要家・家庭需要家向けの広報を実施してはどうか。

※再エネアグリゲーション（再エネ発電設備の保有者等）については、当面は大手再エネ事業者を中心とした取り
組みになると想定されることから、本広報活動の対象外とする。

国

（活用できるリソースを持つ）業務産業需要家・家庭需要家

アグリゲーター

リソース販売者

広報ツールの提供等

広報ツールの提供等

独自サービス
＋国のPR

独自サービス
＋国のPR

サービス提供のための連携

（間接的に）アグリゲーションビジネスの
認知度向上のための情報発信【後述：論点③】

DSR・DERの普及拡大、アグリゲーションビジネスの拡大・発展

出所）2021年7月14日 第16回ERAB検討会 資料7
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⚫ 普及広報活動における国と事業者（アグリゲーターやリソース販売事業者等）の役割
分担は以下のとおりとしてはどうか。

⚫ 国は、DSR・DERを活用したアグリゲーションビジネスの概要や活用する意義等を整理し、
アグリゲーションビジネス全般に対する需要家の理解を深めるようなPRツールを用意
し、事業者に活用してもらうことで、事業者を支援することとしてはどうか。

⚫ 事業者は、国が用意するPRツールも活用しつつ、自社の独自製品やサービス等の
PRを行うこととしてはどうか。

（参考）論点②：広報活動にあたっての国の役割

国

アグリゲーター

リソース販売者

家庭需要家

業務産業需要家

ERABの意義や
アグリゲーターリスト等の
シンプルでわかりやすい
PRツールの提供

国のPRツールに加え、
独自のサービスや製品の
PRを需要家に対して実施

＜国と事業者の役割分担イメージ＞

事業者

出所）2021年7月14日 第16回ERAB検討会 資料7
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（参考）論点③：普及広報の内容

⚫ 既存のPRツール（ERABハンドブック等）の内容は、DRの仕組みや事例紹介が中心と
なっており、エネルギーに精通した業務産業需要家に対しては一定のPR効果が期待で
きるものの、そうではない需要家にとっては難しすぎる可能性がある。

⚫ そこで、今回のPRツールでは、需要家へのメッセージ性・わかりやすさを重視した、シンプ
ルな内容としてはどうか。必要に応じ、家庭向けと業務産業向けで内容を区別する。

国が用意する広報内容 事業者が用意する広報内容

➢ ERABの概要
➢ ERABの意義
➢ アグリゲーターリスト【2022年4月以降※】

➢ 各種DSRやDER（生産プロセス、蓄電池、
EV・エネファーム等）の特徴、費用水準

➢ ERAB参加事例、実施プロセス

※2022年4月以降、アグリゲーターライセンス（特定卸供給事業者）の開始に伴い、PRツールや資源エネルギー庁HP等でこれらの
事業者の一覧を紹介するイメージ

＜考えられる広報内容の例＞

出所）2021年7月14日 第16回ERAB検討会 資料7
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PRリーフレットの作成について

⚫ 以上を踏まえ、以下及び参考資料の通り、アグリゲーションビジネスに関するPRリーフレッ
ト案を作成した。今後、本日のご意見等も踏まえた修正を行いつつ、資源エネルギー庁
のウェブサイトに掲載を行う予定であり、事業者の皆様に活用頂くことを期待。

⚫ なお、2022年4月から特定卸供給事業者（アグリゲーター）ライセンス制度が開始され
ることから、本リーフレットに当該事業者の一覧が掲載されるページのリンクを追加すること
等も、それ以降、随時進めて行く。
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2.サイバーセキュリティトレーニングプログラムについて
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サイバーセキュリティに関するトレーニングプログラムについて

⚫ 2022年度から開始されるアグリゲーターライセンス（特定卸供給事業）の届出におい
ても、サイバーセキュリティ対策の確保が要件の一つとして課せられる予定。

⚫ ERABサイバーセキュリティガイドラインにおいても、対策事項の一つとして、「第三者によ
る監査（認証を含む）や教育プログラム等によって勧告指定項目を中心にその実装
を検証すること」との勧告事項が定められている。

⚫ 昨年度に実施したトレーニングプログラムの試行等を踏まえ、2022年2~3月に、独立行
政法人情報処理推進機構（IPA）において、トレーニングプログラムが開催される予定。

出所）情報処理推進機構ウェブサイト https://www.ipa.go.jp/icscoe/program/short/erab/2021.html

https://www.ipa.go.jp/icscoe/program/short/erab/2021.html
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（参考）特定卸供給事業者（アグリゲーター）ライセンスの要件

⚫ 特定卸供給事業者には「サイバーセキュリティの確保」が必要とされており、届出時の
変更命令の基準の一つとして位置づけられている。

出所）2021年3月17日 第9回 持続可能な電力システム構築小委員会 資料1-1（赤枠追記）
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（参考）ERABサイバーセキュリティガイドラインの規定

⚫ ERABサイバーセキュリティガイドラインでは、Step1~Step７のプロセスに基づき、各事
業者の有する事業及びシステム特性を考慮したセキュリティ設計を勧告として求めている。

⚫ Step６においては、「第三者による監査（認証を含む）や教育プログラム等によって
勧告指定項目を中心にその実装を検証すること」とされている。

3.6. ERABシステムにおけるサイバーセキュリティ対策
【勧告】ERABに参画する各事業者は、ERABシステムでは、以下の手順を踏むこと

Step1 対象とするIoT製品やサービスのシステムの全体構成及び責任分界点を明確化すること

Step2 システムにおいて、保護すべき情報・機能・資産を明確化すること

Step3 保護すべき情報・機能・資産に対して、想定される脅威を明確化すること

Step4 脅威に対抗する対策の候補（ベストプラクティス）を明確化すること

Step5 どの対策を実装するか、脅威レベルや被害レベル、コスト等を考慮して選定すること

Step6 第三者による監査（認証を含む）や教育プログラム等によって勧告指定項目を中心にその
実装を検証すること

Step7 事故発生時の対応方法を設計・運用及び訓練すること

＜エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネスに関するサイバーセキュリティガイドライン Ver2.0の規定＞
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（参考）IPAによるトレーニングプログラムの試行（2020年度）

⚫ 2020年度VPP構築実証事業の一環として、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）にて、
ERABシステムに関するサイバーセキュリティトレーニングプログラムを開発。VPP構築実証に参加し
たアグリゲーター（計74社）に、当該プログラムを試行的に受講頂いた。

⚫ 今後、アグリゲーターは、当該プログラムの受講等による継続的なサイバーセキュリティ対策の
実施が求められる。

出所）2021年4月16日
第15回ERAB検討会 資料3


